
Title 戦後日本の鉄鋼業 (1)

Author(s) 富森, 虔児

Citation 北海道大學　經濟學研究, 16(4), 117-151

Issue Date 1966-12

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/31155

Type departmental bulletin paper

File Information 16(4)_P117-151.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



戦後日本の鉄鋼業(I) 

森鹿児

日次

序 開題の提起

第一章戦後日木鉄鋼業の発展を支えた諸条件

第一節発展の技術的契機

第二節発展の金融的裏づけ

第三館発展を支えた市場の構造(以上木号〉

戦後日本鉄鋼業における資本と労倒的関係

第宝章戦後日本鉄鋼業における矛盾の激化

むすび

序 問題の提起

(0 日清，日露の商戦争期に，主として家需に依存して，発展の緒につい

た日本の鉄鋼業は，その後も第一次大戦期を契機に，日本r帝国主義の発展と

臨接結びつきながら成長Lて来た。

そして，支さに鉄鋼業が日本帝国主義の軍事的発展と直接につながらざる

をえなかったということによってこそ，戦前の日本鉄鋼業の発展の基本的性

格が一ーその脆弱性をも含めて一一一規定されていたとも言えるO

ところで，周知の通り，日本資本主義の内在する矛盾と一一}更には，世界

資本主義全般の内在する矛届の一一必然的結果であった第二次世界大戦は，

B本帝国主義の， ミ総カミにおける敗北をもって終った。

そして，この日本帝国主義と誼接運命を共にしていた日本鉄錦業にとって

も， r敗戦Jは必然的に，その徹底的な破たんにつながらざるをえなかった。
公式統計によっても，鉄鋼業の戦時下における生産能力喪失が，相対的に
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微弱であったにも拘らず(第1 ，敗戦以来の鉄鋼業の生産回復は，他の

鉱工業生礎と比較しても著しく立ちおくれ，戦前水準への立ちなおりさえも

が，至難のこととされた。(第2表〉

第1表部門別，終戦時生産能力残存率

製 位 l日謀長251Z協同[残存率引)
電 カ (火〉 100KW(年産〉 3，150 1，680 53.3(が)
ノ、。

ノレ ブ? 英トン(グ〕 757，050 678，630 89.6 

銑 鉄 1000 t (グ〕 5，769 5，660 98.1 

普 通 鋼 ノア (グ〉 7，998 8，040 100.5 

石治精製 1000KL(グ〉 3，739 1，443 38.5 

自 動 E葬 合〈月産〕 4，400 1，850 32.0 

硫 安 1000 t (年産) 1，819 762 41.8 

人 絹 糸 t (日産〕 611 151 24.7 

綿スフ紡績 錘 13，796，056 2，809，046 20.2 

綿 織 物 ぷ口矢 393，291 123，747 31.4 

絹人絹織物 λア 356，119 121，213 33.9 

毛 織 物 グ 30，990 11 ，264 36.3 

工作機械 t (年産) 190，000 120，000 63.1 

経済安定本部調による

第2表鉱工業生産指数 (l934~ 6 (昭和1O~12年〉ロ 1仰〕

年平均 ):: i)繊維|化学[同機械1食品l鉱業|電力
1945年(昭和20年〕

12.3 5.9 14.4 3.3 8.5 39.8 18.5 63.7 9 ~12月

1946年〈グ 21年〕
24.5 10.6 24.0 6.5 39.6 57.4 38.6 110.5 1 ~12月

1947年〈グ 22年〉
31. 7 15.8 32.0 10.9 49.4 64.0 52.8 124.0 1~12月
一一一

国民経済研究協会調による。なお総合指数に電力は含まない。

その発生以来，鉄鋼業を支え， しかも，戦時中には需要の過半を占めたと

いわれる軍需が完全に消滅したばかりか，日本帝国主義の敗北とともに失わ

れた植民地勢力菌からの収奪価格による抵れんな鉄鋼原料の入手が途絶した
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ことがこの破たんの主たる原因であったといわれるが，問題は単にこの二点

にのみつきるものでもなかったといえよう O

すなわち，敗戦車後期には，少くともアメリカ独占資本による日本独占資

本に対する「敵対性弱化政策Jが， GHQの政策の一つの大きな基調であっ

たのであり，このことが一面では，日本資本主義構造の資本主義的「合理化j

を推進しながらも，他面では，日本資本主義の生産力基盤に対しても破壊的

に作用せざるをえなかったのであり，鉄鋼業の破たんにもこのことが強く影

していたことは否定しがたいからであるO 事実，アメリカ側からは，鉄鋼

の生産設備が，賠償の主たる対象のーっとして指定され，初期の方針では，

1936年現在の生産量たる 250万 t以上の粗鋼生産が許されないこととなり，

(ポーレ一報告〉このことが，日本の鉄鋼資本の生産関復意、欲を少なからず

したことは再三指摘されている通りなのであるO

もっとも，これも周知の通り，アメリカの対日政策は，その後における，

所謂全般的危機の第二段階の成熟とともに大きく軽換しそのなかで，鉄鋼

を賠償から全面的に除外する勧告も出され (1948年 4月，ジュンストン報告)，

これとともに鉄鋼の生産回復は軌道にのることになった。しかし，かかる経

過によって，所謂， r敗戦Jが，全面的に欽鱗業の挫折を規定していたこと

がむしろ一層明瞭となるとともに，たまたま「敗戦Jを相殺する効果をもっ

た全般的危機の第二段措の発生と，そのなかでのアメザカの対日政策の変化

が，如何に日本の独占資本の復活をたすけていたかが一層明らかとなるので

あるO

むろん，鉄鋼業の生産罰復のすべてがアメリカの対日政策の変化に帰せら

れるとすればそれは明らかな誤りといえるO

なんとなれば，戦後初期における欽鋼業の生産回復には，上記のようなア

メリカの対日政策の変化とは別に，傾斜生産方式による価格差補給金や，復

金融資及び配炭等を通しての鉄鋼業の優遇や，計商造船による需要の保障，

そして，部分的ではあるが労働組合による生産復興闘争等も与って力あった

ことは否めないからである。
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ただ，ここでは，敗戦による鉄鋼業の破たんの激しさと，その後の全般的

危機の発展をうけたアメリカの対日テコ入れが，如何に日本鉄鏑業の立ちな

おりをたすけたかが，それなりに理解されれば充分なのであるO

(宜〉 ところで，その歴史的発展の特異な性格の必然的結果として，敗戦に

よる打撃が，特に大きかったにも拘らず，その後の日本鉄鋼業は，先にのべ

たような，全般的危機の発展やその他の要閣にたすけられて， 1950年前後

にはようやく戦前水準(1936年〉にまで復活したばかりか，それ以降今日に

至るまで文字通り未曽有の発展をとげて来たことはすでによく知られている

通りであるO

すなわち，朝鮮動乱後の1953年に，戦前戦中のピーグである 800万トンに

達した日本の粗鋼生産は，その後， 1958年と1962年の二簡を除き，年々着々

と発展し 1959年にはフランスを， 1961年にはイギリスを，そして 1964年

には遂に西ドイツを抜いて， tを界第三位の鉄鋼生産国にのしあがったのであ

るo (第I図〉

このような，著しい生産の伸びが，もともと朝鮮動乱による

よって，先鞭をつけられていることは，すでによく指摘されているところで

あるO

たしかに， Iわが欽鋼輸出は動乱とともに，驚異的に伸長しJCD わが鉄鋼

業に対する動乱の影響が特に強大であったこと 1(2)は，火をみるより明らか

であり，立ちなおりに手まどった粒鋼生産も，動乱前(1949年〕から動乱勃

発をはさんだ二年間に，実に倍加するほどであったのて、あるO また，動乱景

気で得られた利益を背景に， 1951年以降第一次合理化計画が具体化され，こ

れが，それ以後の鉄鋼業における未曽宥の固定資本投資の発展の出発点ム

なったことも，すでに知られている通りなのである。

とl土し、うものの，われわれが先に見た，戦後日本鉄鋼業の発展のすべてに

ついて考える限り，このような，動乱景気がそのー拐を規定したもののよう

にみることは，おそらく正しくなL、c

なんとなれば，事実上でも，動去しによる特需景気が鉄鋼業の活況を支えた
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のは，ごく短期のことでしかなく，仮りに，それによってスタート・ダッシユ

がかけられたとしても，その後10年にわたる，加速イじされた生産拡大の維持

は，とうていこれだけで説明しうるものではなさそうだからである。それば

かりでなく，ここでみられたような未曽有の生産の発展を支えた要因が，外

在的な一一決して偶発的なものではないが一一条件のみに依存しているもの

とはとうてい思われず，そこには，おそらく，内在的な，そして歴史的に

積さわして来た要閣が働いてカあったのではないかということが，発展の大き

さ自体によっても一応予測されうるからであるO

筆者が拙稿において分析の主たる目的とするものは，まさに問題のこのよ

うな点の解明に関連するO すなわち，動乱景気のような一時的性格の強い条

件じ主別に，戦後日本鉄鋼業の資本主義的発展全体を支えた歴史的条件があ

るのか，またあるとすれば，それは如伺なるものであったのかが，ここで分

析の対象とされるのであるO

拙稿の課題が，このような点にあることから，われわれは，戦後初期にあ

らわれた，鉄鋼の生産回復を規定した，いくつかの要因について，朝鮮動乱

の効果も含めて，これを個々に羅列的にとりあげて分析することはざけるO

そして，戦後鉄鋼業の発渓全般の直にあるものの，歴史的背景を全面的に追

究ーするなかで，これらの個々の要国を位寵づけて行くことにしたい。

そして，このような方法によってこそ，今日早くも過剰生産恐慌の様栂を

皇しつつある鉄鏑業の矛盾の性格も明らかにされ，その戦後発展の歴史的限

界も自ら明らかとなると思われるのであるO

設 (1) 叡持滋夫「臼本鉄鏑業の発展J，東洋経済， 1964年，39s(。

(2)興業銀行50年丸 1957年， 899頁
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第一主主 戦後日本鉄鋼業の発展を支えた諸条件

第一部発展の技術的契機

戦後鉄鋼業の発展の質的性格をあらわすもののーっとして，普通よく指摘

されることに，銑鋼一貫体制の確立の問題があるO

より厳密に云えば，既成の銑鏑一貫企業〈八幡， 日本鋼管〕におけ

る一貫体制の一層の強化とかつての平炉メーカー〔住金， ;11鉄，

の銑鋼一貫化がこのことの主内容となるが，問題は，こうした一貫体制の確

立という結果それ自体だけにあるのではない。

第ーに，所謂「関西三社Jといわれる先の平炉三大メーカーを筆頭とする，

一貫企業の増大は，鉄鋼の大資本間における競争関係を，最終製品部門のみ

に限らない一騎全面的で、，激烈なものにしたことは当然考えられることであ

り，これが向時に，由定資本投資の一層の拡大に拍車をかけたことが推測さ

れうるからであるO

第二に，銑鋼一貫体制!の確立が， ，製銑一製鋼一圧延の諸工震を並列

するだけでなしこれらの間の流れ作業の合理化さど主体とした，技術革新に

刺激を与えたこと，更には銑鋼一貫化への方向が，誤工程間の合理的なしay嶋

outまでを，全く新規に設定出来る新工場設立の誘閣となったことが充分考

えられ，ω これらによって，国定資本投資競争が一層かきたてられたであろ

うことが推論されうるからであるO

ところで戦後における銑鋼一貫体制化，なかんづくその先機をつけたとさ

れる「関西三社Jの一貫化には，未曾有の設舗資金が必要とされたのであり，

それにはそれなりの金融条件が欠かぜなかったことは云うまでもなく，また，

このような発展が，市場の拡大と l¥ Ij条件に支えられねばならなかったこと

も論をまたなL、。そして，それらの諸条件については，本稿でも，次日以下

で解明される予定であるが，ここでは，さしあたりこのような銑鋼一貫化を

直接要求した，次のような背景について，一応ふれておかねばならないの
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すなわち，戦後の日本鉄鋼業は，さきに序節でもみた通り，日本帝国主義

の敗北とともにその原料墓地を失い，このことが鉄鋼生産の客銀条件~，大

きく左右することにならざるをえなかったこと，及びこれによって，あらた

に銑鋼一貫化への要請が強まらざるをえなかった点で、ある。

第3表 (1)戦前における輸入鉄鉱沼 〔単位 1000m/t) 

会計年度!朝鮮 1中国!比烏 1'7(レー|印度iその他)計
昭和10年(1935) 242 1，262 391 1，474 12 365 3，616 

12 302 598 321 1，633 7 452 3，313 

14 401 698 1，328 1，937 342 243 4，949 

16 766 678 910 1，193 2 127 5，676 

18 (1943) 2，678 85 38 13 3，766 

(2)戦前における輸入炭 (単位 1000m/。
会計年度 i満洲 i中国 i樺太 iその他| 計
昭和10年(1935) 2，609 541 42 730 3，922 

12 2，210 1，266 3 809 4，288 

14 741 2，395 599 3，735 

16 620 3，999 487 5，106 

18 (1943) 427 3，923 138 4，488 

出所 r鉄鍛界」昭和39年12月号13支

第 3表でみられる通り，戦前の輸入鉄鋼原料の大半は，朝鮮，満洲，中薗等

かつて日本帝国主義が，植民地とするか，もしくは半植民地的に支配してい

る近隣の地域に依存していた。そして，これらの地域からの原料は，すでに

ふれた如く，植民地的収奪によっていちぢるしく低められた偲格をもってい

たのであり，更には，こうした低れんな植昆地原料と寵接結びついた銑鉄生

産が日本資本によって行われ，これがイギリスJ夜間主義の植民地支配下に

あったインド銑とともに，安倍な銑鉄*食入を可能としていたのであるO

淘知の通り，このような安値な植民地原料，原材料の輸入は戦後完全に不

可能になったばかりか，全般的危機の第二段階の進展とともに，これらの近
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戦後の輸入鉄鉱石地域別入荷

¥年¥(昭j和也ゴ域¥¥B¥IJ 円" レー γ アメザカ リ { 

1000t 〆96 1000t % 1000t F￥ 1000t % lOOOt Fぎ 1000t % 1000t % IOOOt 〆。。ノ

1ヲ51(26) 716 23‘2 900 29.1 153 5.0 195 6‘3 87 2.8 817 26.4 

1955 (30) 1，632 29.9 1，616 29.6 959 17.6 382 7.0 497 9.1 220 4.0 

1960 (35) 5，354 36.0 1，202 8.1 1，897 12.8 2，542 17.1 1，084 7.3 825 5.6 633 4.3 249 1.7 

1964 (39) 6，400 20.5 1，300 4.1 2，840 9.1 3，960 12.6 1，880 6.0 1，810 5.8 3，680 11.8 5，720 18.3 

)
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第4表
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戦後の輸入原料炭地域別入荷

よ品川|中 i玄l ソ 湾|ィ γ ド

IOOOt 〆。9ノ IOOOt 3彰 IOOOt % IOOOt 〆。。/ IOOOt F￥ IOOOt % IOOOt % 

1952 (27) 7 0.3 40 1.7 480 20.5 1，814 77.5 

1955 (30) 127 6.2 67 3.3 18 O.世 1，814 89.2 10 0.5 

1960 (35) 439 7.1 62 1.0 421 6.8 4，307 69.8 883 14.5 

1964 (39) 140 140 910 7.2 40 0.3 870 6.9 5，820 46.1 4，850 38.4 

(2) 

昭和39年12月号14J."l。III所:鉄鏑界
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隣地域からのー植民地的収奪を伴わない燦料輸入さえも途絶することとなっ

~> 

， ~O 

すなわち，第4表で知られる還り，戦後の鉄鋼原料の退半は，アメリカを

とする遠隔地からの輸入に依存せざるをえなくなっているのであり，こ

こで加わる運賃負担増を含めて，原材料価格のいちじるしい騰資がさげられ

ないこととなったのであるO

製鉄業参考資料によれば，輸入鉄鉱石価格 (C1 1りは， 1930年9門/tか

ら 6773/tへ 712倍，輸入原料炭価格は1930年 9円/tから 1951年 9273丹/t

へ，約 1000倍と騰貴しているのであり，これとともに，銑鉄儲格も予 43円/t

(1930年〉から 25，885円/t(1951年〉へ600倍以上の騰貴を示すことになった

のであるO

以上のような原材料価格の騰索とは，いささか理由を異にするが，戦後に

おけるくず鉄価格の騰貴にも注目すべきものがあり，これも結局は，前記原

料価格の機資と並んで、戦後のわが鉄鋼生産を大きく規制することとなったの

であるO

すなわち，わが留の粗鋼生産は，戦前に於ても，アメリカからのくず鉄輸

入を一つのよりどころとしていたのであるが，戦後になって，このアメリカ

くず鉄の不足が起り，アメザカの輸出規制を契機として，くず欽錨格は戦前

価格(1930年)の 560倍にまで騰貴するに至り，これがわが国鉄鋼業の製鋼

コストをいちぢるしく高めることとなったので、ある。

もっとも鉄鉱石や石炭，さらに銑鉄ゃくず欽の上記のような値上げ倍率は，

その関にみられた貨幣価{患のいちぢるしい下落をしんしゃくしなければ，騰

貴の実貿を正確に示すことにはならないこは云うまでもなL、。しかし，われ

われが比較のために選んだ， 1930年~1951 年の間に，卸売物価指数は約 359

倍である故，この数値でデフレートしても，なお上記の諸傭格は実費的には

2-3倍に騰貴していることがわかるのであるO

ところで，このような原材料俄格のいちぢるしい騰貴は，当然、従来より，

低れんな輸入銑鉄や輸入くず鉄の加工によって成立していた「関西三社Jを
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はじめとする，平炉メーカーの存在の基盤を，とりわけおびやかさざるをえ

なかった。かくて，平炉メーカーにとっては，銑鉄の自家生産一→銑鋼一貫

化か，さもなくば，一貫メーカーへの従属かの二者択一が問題とならざるを

えなかったのであり，このような存亡の危機を契機として， I関西三社Jの

銑鋼一貫化と，この挑戦をうけた18一貫三社の，一貫体制の強化，また両者

における全面的なコストダウンへの設備投資競争が，展開されることになっ

たので、あるO

むろん，戦後における原料基盤の変化と，それによる鉄鋼コストの急騰そ

れ自体が，銑鋼一貫化競争とその刺激による鉄鋼生産及び鉄鏑生産性の拡大

を生み出したとすることは，先にも見たとおり正しくなし、。

すなわち，重要なのは，こうした原料価格の騰貴という，いわば資本に

とっての「災Jを転じて「福Jとなした，その他の諸条件が何であったかで

なければならなし、からである。

すこだ，戦後における植民地の爽失と，全般的危機の深化とL寸事態が，一

旦生産を復興させるとすれば，以前にもまして厳しくなった上記のような客

観条件を克服出来るようなより進んだ資本の体制!なり，生産の体舗を不可欠

たらしめたこと，そしてまさにこのような意味で，植民地の喪失や全般的危

機の深化とそれによる原料価格の騰貴という要罰が，日本鉄鋼業の進歩のた

めの条件となっていたことが，理解される必要があるのである。 ω

設(紛 このような新工場としては，東海製鉄，及日本鋼管福山製鉄所等の新設臨海

製鉄所の例が典型的。

(4) このような意味で，発展の技術的契機となったものとしては，他に圧延技術

のいちぢるしい立ちおくれの問題がある。とりわけ軍需とし、う安定的な市場を

内った鉄鏑資本にとって， JE~部門の大巾な技術革新による，製品の「商品

性J強化が致命的であったことは，よく諮られているところである。

第二節発展の金融的裏づけ

戦後の日本鉄鋼業が，国襟的にみても，抜群の発展をとげたのは，それがき

わめて高い間定資本投資を行って来たことの直接の結果であった。
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すなわち，第2主要国鉄鋼業設備投資第 2~

図でも明らかな通
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未曾有の設備投資がどのように(イ)

よれば，まかなわれたかを示す第
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次

合
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化

設鯖資金の中心が，借入金と自己資金

であることが理解されるO194頁196:ft
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とりわけ，かつて戦前には，借入金への依存がほとんどなかったのに対し

て，戦後において借入金への依存が目だって高くなっている(第6表〉ニとも

合わせ考えると，自己資金の問題もさることながら，借入金への依存の問題

こそが，金融上の背景と考える場合の最も重要なポイントとなると震えるO

第6表鉄鋼主要企業負債構成 〔形〕

I 1936 I 1942 I 1953 I 1964 
負債合計 100 100 100 100 

日本製鉄 資 本 金 68.4 43.7 5.0 21.3 

(戦後について) f背 入 金 3.8 1.7 26.9 42.3 
は八幡製鉄

手土 債 。 17.4 3.4 6.8 

負債合計 100骨 100 100 100 

資 本 金 43.6 50.8 4.7 21. 7 
臼木鋼管

f昔 入 金 5.9 4.7 25.9 32.8 

社 債 23.4 20.7 4.3 7.9 

負債合計 100 100 100 100 

資 本 金 64.6 26.2 10.2 28.9 
住友金属

借 入 金 15.6 14.0 23.5 

社 僚 16.4 7.9 7.0 

負債合計 100 100 100 1α) 

資 ヌド 金 41.2 46.4 12.6 24.0 
神戸製鏑

借 入 金 1.5 O 10.5 31.3 

社 告費 20.6 11.0 9.1 7.4 

会社年鑑より作成 判ま1934年分

ところで，筆者自身も，かつて詳述したように (5)戦後a本資本主義の発展
を全般的に支えた，各産業にわたる設備投資競争の展開を資金的に裏付けた

核が，まさに銀行貸出の増大でるったので、あり，しかもその背景には，金融

恐探から戦時体制にかけての戦前日本資本主義の矛請の展開とともに行われ

た，銀行集中のような歴史的背景が考えられるべきものであったので、ある。

鉄鋼業への銀行貸出の増大も，当然，このような銀行貸出の一般的増大の

一環であったのであり，実にこのような意味で，鉄鋼業発展の歴史的条件も，

日本資本主義全般のそれと同様，戦前来の日本資本主義の史的展開それ自体
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によって生み出されて来たと考えられるべきなのである。

ところで，鉄鋼業への銀行貸出の増大の背景が，このような一般性とのつ

ながりのなかで，まず理解されていなければならないにもかかわらず，われ

われコ一歩すすんで，次に見るような鉄鋼業での銀行貸出の増大の特殊な条

件についても環解を深めておかねばならない。

なんとなれば，第7表でみられる通り，鉄鋼各企業は，その売上高の在大

さを上まわって，巨額の{昔入をしているのであり，当然一般的な意、味での措

入増大とL、う背景にとどまらない，鉄鋼業に特殊な背景が分析されねばなら

ないと考えられるからであるO

むろん，鉄鋼業において，特殊に銀行借入が大きかったことは，鉄鋼業自

体が特に巨額の設備資金を要する産業であることの必然的結果であると云っ

てLまうことも可能である。しかし，問題は，そのような巨額な設備資金，

なかんずく銀行借入が如何なる条件下で現実化し得たかということでなけれ

ばならず，この分析なしで，戦後鉄鋼業の経済的理解は，とうてし、深まり

ないこともまた云うまでもなかろう O

以下に示す分析は，このようなわれわれの課題に対する，完全な解答に

なっているとは云い難いものではあるが，一志筆者なりにこのような方向で

の現在可能な分析結果を示しておくことにしたレ。

(ロ) まず，問題に接近する手はじめとして，戦後のわが鉄鋼業における，

主要企業の長期借入金残高の明細を表示し(第8表)，ここからいくつかの

特故的な点を抽出してみることにしよう O

，あらゆる主要企業に共通する現象として興業銀行からの借入が，

極めて巨額にのぼっていることが指摘出来るO

もちろん，し綿に検討すれば，このような興銀からの借入の絶対額が各企

内で異るとか(特に川鉄の場合は，他と異って興銀からの借入が第一位に

はない)，あるいは，年々の動きにおいて興銀の地位が変化してし、るといった

様な問題もある。
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第8表鉄錦各企業長期借入金主要借入先別明線 〈単位億円〉

企業|借入先|附・ 3 1附・ 9 1 1960・3 I 鮒・ 9

輿 銀 14.3 48.4 125.1 149.0 

長期信用銀行 13.9 29.9 88.8 131.1 

八
関 銀 34.1 7.9 

住友信託 2.2 1.0 

安田信託 1.0 3.6 39.7 73.8 

i議 菱信託 1.0 1.0 39.0 85.8 

三三井信託 1.5 1.5 21.2 34.4 

i裂 日本信託 4.7 33.3 49.9 

富士銀行 1.5 

住友銀行 36.9 
設
三菱銀行 36.9 

世界銀行
23.4 17.4 118.0 

70.4 

その他外資 163.5 

輿 銀 23.4勢 49.0 104.0 186.1 

言言 長期信用銀行 12.4 27.0 67.3 95.3 

開 ま浪 21.9 17.9 2.0 

亡と コ労:信託 6.9 30.0 71.0 

住友信託 2.0 0.8 10.8 32.0 

主主 安田健託 2.3 10.9 31.9 

三菱信託 10.5 39.5 
E夫
世界銀行 39.9 78.0 

8.7 
その他外資 32.9 58.1 

輿 長良 22.7 26.3 59.5 75.8 

s 復 金 3.1 

7本
関 銀 20.0 5.2 吋

長期信用銀行 13.3 10.2 38.5 55.5 
鋼 住友信託 2.1 15.7 32.8 

管 安自信託 3.8 2.8 16.8 51. 9 

製設r--
富士銀行 4.5 0.5 6.5 9.8 

三菱信託 1.0 8.9 16.6 

安田生命 2.6 5.8 

之〉 世界銀行 7.7 78.1 71.3 
ゴヴ示、
その他外資 40.1 ¥】ノ
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企業!借入先 f1954・3 I 1957・9 I 1開0・3 I附・ 9

輿 銀 2.7 22.9 45.8 61. 4 
{住
開 銀 6.4 2.0 

友
長期信用銀行 2.3 11.1 28.5 51. 9 

金
住友信託 2.5 11. 5 36.1 88.1 

属
安田信託 1.0 1.5 5.0 

撃誇
三三菱信託 3.0 11.5 18.4 

住友生命 9.0 32.0 57.5 

の 世界銀行 76.8 126.6 

み その他外資 87.9 
¥J  

開 銀 13.5 20.0 30.0 24.2 

輿 銀 1.7 10.0 12.3 17.7 

jll 長期信用銀行 1.8 11.0 13.3 49.5 

第一銀行 1.6 2.5 2.5 1.3 

第一信託 1.0 1.0 
i奇
住友信託 1.5 3.0 25.2 

三菱信託 0.5 3.0 18.0 

製 弁信託 0.5 0.5 3.0 15.6 

安田信託 1.5 3.0 13.2 

世 銀 100.8 99.1 

鉄** その他外資 92.0 

朝日生命 0.7 3.9 5.宮

千代忠生命 0.9 3.9 5.1 

輿 銀 3.6 5.8 19.3 31. 7 

開 主長 2.0 1.8 1.9 
神 長期信用銀行 0.9 3.5 14.0 25.3 

安田信託 0.7 2.5 6.1 33.6 

戸 住友信託 0.5 5.5 

三菱信託 0.5 5.3 10.9 

三井信託 0.8 4.7 
製
ttt 銀 35.0 28.9 

その他外資 108.0 

鏑 日本輸出入 0.7 28.3 53.0 

東洋信託 10.9 

一 一一一一
ネこの分は 1953・9 林この分は 1954・4，1957・10.1960・4.1963・10

有価証券報告護より作成
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しかし，いずれにしても，興銀からの借入が各企業で，主たる位置を占め

ているこはあらそい難い事実であり，鉄鋼業における特殊に巨額な銀行借入

という問題もこの点を離れて論じえないと云えよう O

ところで，周知の通り，興銀は，皆券発行とL、う特殊な機能を許された日

本最大の資産主ピ有する都市銀行であるO 従って，元来の性格からして，巨額

の長期貸出に最も適合した銀行なのであり，まさにこのような銀行と鉄鋼業

の結びつきが如何にして形成されて来たかというところに，一つの着目され

るべき点があると考えられるのであるO

もっとも，興銀は，本来不況対策の一環として設立された特殊銀行で、あり，

JII上忠雄氏によっても明らかにされた通り，(6) もともとは財閥系金融機関の

補完的役割を果して，不況期に引き上げられる財閥系金融機関の融資のかた

代りをし，このことによって，財閥資本の金融資本的支配の拡大を間接的に

支える役割を果していたにすぎなかった。そして，その貸出の相手産業も，

大半が重化学工業以外の産業であったので、あるo (1926年~1936年までの興

銀の年々の貸出残高中，機械工業，金属工業，化学工業への貸出は合計しで

も平均19克に満たなかった。またこのうち，金属工業向けは 2~5%にすぎ

なかった。〉ところが，このような興銀の融資パターンは，戦前日本資本主義

の内在する矛盾の激化の結果，必然化した準戦時体制から戦後体制への，T1I・

謂軍事経済化の過程で大きく変化することになった。

すなわち， 1937年日中戦争を契機として，財政の急速な箪率化とともに，

金融問でも，軍菌主義権力による，家事経済化を支える方向でのテコ入れが

行われた。

[日本興業銀行50年史」によれば，こうした「軍需生産力拡充資金の供給J

とL、う課題にむけての金融統合手jは， I初期に於いては，その与える影響の大

きいことから，急激立全面的な統制jは回避され，概して緩やかであったJと

されているが，そのことが，却って，輿銀の如き銀行をして， I国家の保護

を受げ得ベき特銀としての立場を基礎として，新たな課題の解決に向わしめ

ることとなったJのであるom



134(486) 経済学研究第16巻第3号

かくて，具体的には，大蔵省からの「厳秘の内命J(1937年〉ωゃ，命令融資

(1939年〉の制度化を契機に，軍需に直結する機械産業やこれを支える

業，化学産業への意点的融資が，興銀を中心に急速に展開され，

への貸出は， 1937年以来，興銀の貸出総残高において， 40~50% (金麗

工業向けは 7~10%) のウエイトをもたしめるに至ったばかりでなく(とり

わけ戦中は50%以上)，融資残高の総額も，このことを主国として， 1937年か

ら1941年の 5カ年に「実に 7.7倍という驚異的増加を示したJ<9Jのである。

しかも，同じ期間に全国銀行のそれは 2.2倍，普通銀行の場合は， 2. ， 6 

大銀行のそれは， 2.8倍であったのであり即興銀の融資の増大，就中，

化学工業向融資の増大が，どれほど急速でli著しいものであったかが伺い知

られるのであるO

なお，前記「興銀50年史Jによれば，こうした融資の急増は， (1)池田成彬

の総裁就任以来の日銀の興銀テコ入れ， (2)預金部資金による援助， (3)農村，

地方産業を背景とする地方銀行筋に，相当余裕資金があり，これによる興銀

置の引受が進んだこと，等による資金調達の増加によって可能とされていた

とされているO

ところで，筆者自身もさきに分析した如くメl1l1927年の金融恐慌以来，日

本資本主義内外における矛盾の激化を背景とした，権力の急速なフアショ化

にともなって，地方銀行の統合整理が， 1"強制Jをもって推し進められ，こ

のことが，かつて地方産業の機関銀行として弱体な存立条件を余儀なくされ

ていた地方銀行を著しく強化したばかりでなく，こうした地方銀行への

融資に追われていた日銀の融資活動が大銀行向になり得る条件が与えられた

のであった。

この点を，上にみた「興銀史Jの指摘に結びつければ，自ら明らかな如く，

興銀の融資活動の急速な拡大を支えた，資金調達の増大そのものが，

戦前日本資本主義の矛盾の到達点である，準戦一戦時体制それ自体によって

可能とされたということになるのである。要するに，準戦体制から戦略体制

への，経済の軍簡主義化の深まりを背景としてこそ，興銀の急速な強化と，
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これによる重工業金融の著増が可能とされたのであり，この過程で，まさに

長期信用において最も強力たるべき，興業銀行と鉄鋼業の特殊な結びつきも

始めて確立されたと云えるのであり，先にみた戦後の事態も，結局はこのよ

うな歴史的遺産のとに立っていると考えられねばならぬのであるO

先にもふれた通り，興銀と欽鋼業の特殊な結びつきということは，

における銀行借入の特殊な巨大ざの所以を追求するという，われわれの課題

に対する第一の回答として着目されたところであるが，たLかに「興業銀行

合媒介とするJとL、ぅ現象形態に特殊性がありながらも，その本質に於L、て

は，結局，以上にみたように，銀行貸出増大の一般的な歴史的背景につな

がっていることは，極めて興味深いことであると云えよう O もっとも，興業

銀行と鉄鋼業の結びつきの麗史的背景を論ずる場合，以上のような戦時体iiJll

下の諸経過のみで、なく，戦後のーとりわけ両者の関係が再び軌道に乗る以前

の一経過が，今少しふれられている必要があると考えられるO

なぜならば，一貫して特殊銀行として存続し発展して来た輿銀が，戦後に

おいて，蟹券発行を許された都市銀行として再出発するまでには，やはり若

干の曲折があるのであり，興銀の蘇生を可能とした条件の究明なしには，今

日における興銀と鉄鋼業の結びつきのえん源を完全に解明したことにはなら

なτと思われるからであるO

もとより，興銀自身は，終戦の初頭から， I債券発行による長期金融機関

としての再建発足を決意しJ(12)ていたのであり，この方向で， I終始一貫そ

の存廃を賭け，精魂の限りを尽して，その実現に努めたJ<印のであった。し

かし，戦後初期におけるアメリカ占領軍の対日政策の基調は，序節でもふれ

た却し所謂， I敵対性弱化政策Jにあったのであり，この流れのなかで，

興銀の処遇についても， I国家の特別な保護と干渉の下に特別な権能を付与

されている特銀なるものは排除ざるべきだと考えていたJ<14lよいわれるほど

に，厳しいものであった。従って，占領軍に向ての，興銀側の「精魂の限り

を尽したJ努力の結果，ょうやくその存続が，はっきり認められるに至った

段摺でも，その方向は，あくまでも普通銀行であったのであり (5)
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行による長期金融機関」たることは，ほとんど不可能とさえ考えられたので、

ある。

ところが，ここで起った「客観情勢の変化，すなわち，ニつの世界の対立

の尖鋭化fω がふたたび米国の対日政策の転換，とりわけ，ここで重要なの

は，金融機関に関する政策の転換をもたらし，金融機関に対する集排不適用

の発表とともに，ついに総司令部経済科学島長マーカット少将より，興銀に

対して， I債券発行による長期金融機関Jとして再発足することの許可が与

えられるに至ったのである。(7)

そして，このことによってこそ，興銀の重工業金融が再び道をひらかれる

ことになり，戦時体舗を通して蓄積されて来た，機械，鉄鋼，化学等の重工

と興銀との結びつきとしづ歴史的遺産が，始めて戦後の経済に於て，

現実のものとされえたのであるO 要するにこのようなわけで，やはり，全般

的危機の第二段階の成熟という事態が，鉄鋼業自身についても再出発の契機

となったと同様，その発展の裏づけとしての金融面でも，決定的な再出発の

契機のーっとなったのである。

付 ところで，先の第8表を，なおし締に観察すれば，明らかな通り，鉄

鋼大手企業の長期借入の首位が，興業銀行であるにもかかわらず，なおその

占める位置は，総額からみれば，半額に満たないのであり，鉄鋼業発展の金

融上の裏づけを，この側面の追求だけですますことは，到底許されないこと

が知られる。とりわけ，第8表に示された知く，鉄鋼大手企業には，民鼎金

融機関からの長期貸出しも多く，とくにそれらの民間貸出が，いずれの場合

においても，系列を異にするいくつかの金融機関からの並列的な融資である

ことが，次の問題として注呂される必要があると云える。

この点は， たとえば， 金融機関による「共同のバッグアップJOがあるい

は， I協調融資j として，すでに再三指摘されているところであるが，筆者

としては，以下に分析するところから，必ずしも，この様な表現には従L

ない。なんとなれば，一見， I協調融資Jに見えながら，それが決して単な
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る協調とは云えないことをあらわすいくつかの特徴が，第8表に見た民間融

資の内容のなかで指摘されうるからであるO

すなわち，第一に，たとえば，日本鋼管，住友金属の如きにあっては，明

白な，系列融資(前者は安臼系，後者は住友系〉が，先の興銀や，あるいは，

長期信用銀行からの融資を除いたなかで、の中軸になっているのであり，この

ような場合における他の民間金融機関からの協調融資らしきものは，

託の若干の進出の他は，ほとんど見られない。

第二に，八幡や富士鉄のような， トップ企業に対する融資関係に於ては，

たしかに¥，、くつかの民間金融機関の並列的な進出が見られ，一見「協調融

資 jらしい姿がとられているが，これらについても，次のような融資関係の

特色が指摘されうることに注意が喚起される必要があろう。

すなわち，八幡においても，富士においても，最近に至れば歪るほど，安

田系，住友系，そして三菱系の進出が特に著しいのであり，他の民間銀行の

場合は， 士欽に対する三井の進出の他は， ほとんど見られないことであ

QO 

もっとも安田系，住友系，三菱系，そして三井系といえば，重要な財関系

金融機関を網羅したことになり，こうした特急は，協調融資としては，至極

あたり前のことであるとも考えられよう O しかし，いま一歩，ここでこれら

の主要財閥系からの融資の根拠をさぐれば，協調融資という表向きの背後に

存在するものが一層明療とならざるをえないのであるO

まず， 安田系と住友系の場合は， 第一に示した点から明らかな如く， 自

らの系列鉄鋼企業をもっているのであり，しかもそれらが斯界の六大大手に

属しながら，なおトップ。企業には至っていないことから，鉄鋼カルテノレのな

かで，自らの発言力を確保する意味からトップ企業への融資に特に力を入れ

たであろうことが考えられるO この点を完全に立証することは，たしかにむ

づかu、。しかし次の第9表に示すように，安田系や住友系の金融機関の{目立

からの融資の現実の態度のなかには，たとえば，興銀や長銀に比べた場合，

自らの系列企業と並んで，あるいはそれ以上に八橋，富士の如きトァプ企業
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第9表主要銀行鉄鍛向貸出明細 (単位百万円〉

11954・311957' 9 11間0・3ド963.9 
富士銀行
日本鋼管 450 50 652 979 

安 八幡製鉄 5，450 

日本鋼管 380 280 1，685 5，190 

日
安 八機製鉄 100 360 3，900 8，576 

自 主客土製鉄 225 1，090 3，199 

系 {言 神戸製鋼 70 250 642 3，367 

託
JlI I崎製鉄 300 1，320 

住友金属 100 150 500 

住友銀行
住友金属

住 八幡製鉄 3，690 

住友金属 250 1，150 3，617 8，814 

友
{住 八幡製鉄 223 100 3，970 7，380 

友 富士製鉄 80 1，080 3，207 

{信 日本鋼管 210 1，570 3，284 
系
託 JlI崎製鉄 300 2，520 

神戸製鋼 50 363 

三菱銀行
八幡製鉄 15 3，960 

神戸製鋼 67 
一

八幡製鉄 100 100 2，120 3，440 

富士製鉄 1，050 3，950 
菱
菱 8 本鏑管 100 892 1，660 

住友金属 300 1，150 1，840 
信 川崎製鉄 300 1，800 

系 託 神戸製鍛 50 491 1，0号2

三菱銀材 100 750 

八幡製鉄 1，430 4，840 12，510 24，900 
興 富士製鉄 2，340 4，905 10，410 18，610 

中 業 日本鋼管 2，270 2，633 5，950 7，584 

銀 住友金属 275 2，285 4，580 6，145 

行
川崎製鉄 171 1，000 1，250 1，276 

神戸製鋼 575 1，895 3，170 
"'iL 

長期信用銀

八幡製鉄 1，398 2，985 8，800 13，110 

富士製鉄 2，700 6，728 9，530 

日本鋼管 1，337 1，025 3，850 5，552 

系 佼友金属 228 1，110 2，850 5，190 

行
J!I崎製鉄 181 1，100 1，350 4，953 

神戸製鋼 28 350 1，517 2，527 

一 一一
有価証券報告書より作成
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〈とりわけ八橋〉への融資を重んじていることが ω 明白に存夜すると言え

るのであり，こうしたカルテル内の地位確保の目的が協調融資の蔭にかくさ

れていることが充分推論されうるのである。

三菱系の場合，事情はたしかにかなり呉る。ただ，この場合は，戦後の日

本資本主義の復活過程で，再編成された諸財閥のうち，最も資本力の強い財

ありながら， ある鉄鋼業に，有力な企業をもたない事情か

ら，逆に，鉄鋼業のトップ企業への重点的融資を武器に，鉄鋼業への喰い込

めをはかったであろうことが，充分考えられるO この点の立証も前の場合向

様，かなり困難であり，単なる推論の域を出ないとも考えられるかもしれな

いが，三菱系が如何に八!鰭，官士への進出に積極的であるかは，たとえば株

式の保有関係において一層顕著なのであり， (この場合三菱系による株式保

有比率は，昭和 36年9月現在，八幡については 6.6%，富士の場合は 7.0%

第10表八幡製鉄・富士製鉄主要株主表 (%) 

極 主¥1951・3 ¥附・ 3 ¥ 1957・3I 1961・9
興 室長 7.0 3.0 2.9 2.7 

/¥ 2.6 2.1 2.0 1.9 

変系 三菱銀行 1.9 1.6 1.6 1.5 

1縫 三菱信託 3.2 

t言 士 銀 行 2.2 1.6 2.0 2.1 

製 住 文 銀 行 1.9 1.9 1.9 1.8 

井 銀 行 1.6 

3失 一 手口 銀 行 1.9 1.9 1.8 1.8 

井 託

』関 銀 3.0 2.7 2.7 2.6 

宮室 2.6 1.7 1.4 

一三菱銀行 1.4 1.8 

ゴ二
菱三菱信託 1.3 3.5 

系明治生命 2.7 1.8 1.7 

富 てと 銀 行 2.1 1.7 1.8 1.7 
1裂
佐 友 銀 rr 1.9 1.7 1.8 1.7 

辛口 銀 f〆i 1.7 1.8 1.7 

鉄 ネ中 j司 銀 行 1.7 1.8 1.7 

共二 銀 行 1.4 1.3 

一一
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(第10表〉と，他を抜きん出て高く，八幡，富士がすでに三菱の傍系に入って

いるとさえ云えるのである。)これらの点と，第9表に見るような三菱系金融

機関の八幡，富士の重視領向，などを合せ考えれば，上記の指摘は，必ずし

も観念的な想像て、あるとも云い切れないのであるofm

なお)11崎製鉄，神戸製鋼への員間金融機関の融資の態様は，必ずしも上記

のような意、味で判然とはしていなし、。しかしこれらの場合にあっては，長

期借入残高の庇到的な部分が，中立系(興銀，開銀，長銀等〉と外資系に

よって占められているのであり，このような意味で協調融資そのものの意、義

がうすく，それらの企業の鉄鋼業界における地位台考え合わせると，いずれ

にしても minorな問題と考えてよいのではなかろうか。

以上，要するに，鉄鋼有力企業に対する，民間銀行の所謂「協調融資Jの

背景には，結局は，主要財閥の鉄鋼業に対する支配の拡大をめぐる競争的手IJ

くされているのであり，このような意味での「競争融資」こそが，鉄

鋼業に対する銀行貸出の増大を，特殊にかきたてた要国で、あると考えられる

のである。

かくて，もともと財閥の直接支配をはなれて，国家権力のテコ入れのもと

に，その主要な部分が予寄って来たという鉄鋼業の特殊性一一ーといってもこの

特殊性も実は日本資本主義の発達のなかで，史的必然牲をもって形成されて

来たものではあるが こそが，戦後においても， 13IJな意味で、その特殊な発

渓を支えた一つの要閣で、あったと るのである。

付 戦後鉄鋼業の発展を金融的に支えた，諸条件として，付までに指摘さ

れた諸点は，一応その側面で主要なものであると言ってよし、。しかし，この

ような条件についてより完全を期そうとすれば，なお二三の点が，加えて考

えられるべきであろう O

第一に，筆者がさきに，戦後日本資本主義の発展の一般的条件のーっとし

て指摘した，山〉戦後の株式分散を通しての， r金融資本的合理化」が，鉄鏑

業においても，やはりそれなりに見られるのであり，このことによる，遊休
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資金の吸収が，鉄鋼業の発展を裏づけた条件の一つになっていることであ

る。第11表にみられる通り， 鉄鱗業においては， その性格が，きわめて資

本集約的であることから，株式の分散度は戦前からある程度の高さをもって

いたことが，反面戦後になってからは，系列化の進展とともに分散麗が抵下

額向にあることなども指摘出来るが，全体として言えば，財閥解体後になっ

て，分散化がはるかに進んでいることが明らかであると言ってよいだろう O

第二に，第8表で知られる如く，戦後の鉄鋼業においては，外資の役割が

かなり大きいことがわすれられてはならなL、。とりわけ，このような点は，

八幡，富士の如きトップ企業に次ぐ，鋼管，住金， JII鉄，神戸，のようなこ

番手の大手一貫企業においてきわめていちぢるしく， 1959~60年頃からは，

長期借入総額の半分近くを占めている場合さえあり，ここから，鉄鋼業の対

米従罵性が論議されるほどなのである。

このような外資依存は，技術の海外依存同様，戦後の全般的危機の特殊な

深まりを反映した，資本主義世界体制の新たな条件の少からぬ影響の下に可

能とされたものであるO そしてまた，このことの可能とされた外資導入が，

先に見た如く，主として二番手以下の一貫企業の発展宏事実上支えたことは，

わが摺における一貫企業栂互捕の競争を一層はげしいものにしているのであ

勺 (22) これらの諸点についての一層の分析が重要な意義をもっているとい

えよう。

なお，鉄鋼業の発展を裏づけた資金は，かなりの部分が，やはり自己資金

に負っているのであり，この面での資本蓄積をたすけた，国家独占資本主義

的諸政策，すなわち，特別償却制度や資産再評価などの果した役割が，分析

の上，評価される必要があるO しかし，やはり自己資金の投入が可能であっ

たのは，究極的には，鉄鋼製品の実現が，ともかくも行われ得たことに依拠

していると思われ，この意味で筆者としてはこの問題を，若干，不充分な点

があると思われるが，次節に見る市場条件の究明のなかに含めて考えてみる

ことIこし7こL、。
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1960年。

(め 「興業銀行50年史j，1957年， 447頁。

(8) 向上， 452支。

(9) 向上， 448頁。

M) 向上， 448頁。

帥拙稿「戦後日本の蓄積源泉J

()2) 「興業銀行50年史j，755支。

~3)向上， 755頁。

制向上， 757賞。

騎 この点の詳細は「興業銀行50年史j，761~76t:頁。

~6) 向上， 767頁。

制向上， 767頁。

綿市JII弘勝「鉄鋼j，岩波，132j{。

制第9表から，各系金融機関の鉄鋼大手企業融資総額中，八幡への融資がどの

位のウエイトを占めているかを算出すると， 1960年3月の場合は，興業銀行34

sb，長期信用銀行35;'-6に対して，安沼系は，日本鋼管への系列融資が存夜する

にもかかわらずp なお八幡向が41，%，住友系も同じ条件にありながら37，%とな

り，これらがいかに八!際向にカを入れているかがわかる。

この傾向は1963年になっても変っていない。すなわち，興銀40，%，長銀32;'-6

に対して，安田系は， 52，%，住友系は39，96と，やはり八幡以外の系列企業をも

っこれらの金融機関の方が，相対約に強く八婚を重んじていることが知られる

のである。

側 三共こと寓士鉄の関係i土，富士鉄に吸収された工場が， I日三井系が多く，この

伝統の上に立ったものである。

制拙稿「戦後日本の蓄積源泉j

例外資導入の多くなった1959年から1962年にかけて，外資への依存度の高い，

住友金属， JII崎製鉄，日本鋼管，神戸製鋼の粗鏑生産は， 2倍以上の増加を示

したが，外資依存度の{民い八幡製鉄，富士製鉄では生産の絶対的伸びでは，上

記の各社をしのいだが，倍加に釜らず，結局これらトップ企業の生産シェアは

若手低下した。
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第三節発展を支えた市場の構造

序文で、ふれた如く，日本の鉄鋼業を，伝統的に支えて来たのは箪需であり，

とくに戦時下にあっては，それが欽錦市場の過半を占めたことさえあった。

敗戦とともに，このような軍需は，全く失われてしまい，これに代る市場

の発展があるまでの期間，鉄鋼業は，破局的な低迷を余儀なくされた。そし

て，敗戦後5年の後に，朝鮮動乱ブームが怒りこれを契機に鉄鏑市場も，ょ

うやく発展の軌道に乗ることになった。 O

以下，われわれは，この時期以降の市場構造を追跡し戦後鉄鋼業発展の

今一つの背景に分析の焦点をあててみることにしたL、。

なお，鉄鋼業の市場構造を分析するための資料は必ずしも充分ではなく，

ここで使用される普通錦部門別払出の統計(第3国〉も，決して用途7.iIJまで

も明らかにしたものではない故，以下の分析にも眼界が与えられざるを得な

いことをあらかじめ弁明しておかねばならなし、。

(1) 鉄鋼市場の戦後における変遷をあとづけると，その特徴的な変化の時

期がいくつかあり，これを基準に戦後を，その初期をのぞいて，あらかじめ

四つの時期にわけることが出来るO そして，これらの各時期について，さし

あたり次のような諮特邑が指摘され得る O

すなわち，第一期はCl949~1952年〉朝鮮動乱の前後期にあたり，第 3 図

からも明らかな知く，この時期の特長としては，いちぢるしい輸出(合特需〕

の伸びが指摘され得，これと船舶向の伸びが，生産の発展を支えたと判断出

来る。もちろん，この他に建設内も伸び率としては高く，国鉄も安定した需

要涼となっていたと考えられるが，市場全体で占めるパーセンテージは，ま

だ低いc 結局，この時期にあっては，朝鮮動乱による，特需の伸びと，国家

独占資本主義的市場政策としての計踊造船(1949年以来急増した〉の如きも

のが一市場を支えたのであり，正当な意味での圏内市場の発肢は，若干の復興

需要を、てまだ微弱であったと考えられるべきであろう。

1952年以降1957年の第二期によると，市場構造は，若干の変化をみせるc
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第 3 図普遜鋼材部門~'J払出
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すなわち，この時期には，動乱の終結にともなって，輸出が絶対的にも低下

し，生産の拡大を支えるものは，全く園内需要だけと言ってよい状況になっ

可 H

I~O 

しかも，この園内需要のうち，重要なのは，なお計画造船によって，可能

とされた船舶向と，増加しつつあった建設需要位であり，まだ経済全般の重

化学工業化による鉄鋼需要の急増とL、う状況にはたち至っていなかった。

ただ，この時期になると，量的には少いが，電気機械，機械向の需要が{倍

増したり，自動車向が，閤鉄向とほぼ同じ位のウエイトを占めるようになる

と，新しい機械産業の発展による，鉄鋼市場の変質の崩芽のようなものが見

えはじめており，次の時期における需要の画期的な発展の準備期として注目

される必要があると考えられる。

すなわち，次の時期(1958~1961年〉に入ると，電機，産業機誠，自動車

等機械産業での鉄鋼需要が， それぞれ3倍から 4倍の伸びを示すようにな

り，これと建設向の伸びが主動力となって，鉄鋼需要の飛躍的拡大が起り，

これに支えられてこそ鉄鋼の生産の未曾有の伸長が可能とされたので、ある。

戦後の日本鉄鋼業の発展が，全体としての経済の重工業化を軸とする間定

資本投資の発展，消費構造の変化に支えられて，耐久消費財産業の発展等を

基礎とすることは，よく指摘されるところであるが，われわれがいうこの第

三期の四ヵ年において，こうした状況が最も典型的に実現しているというこ

とが確認されうるであろう O

ところで，第三期が，j持費構造の変質一一重工業化一一一鉄鋼業の発展とい

う関係を最も典型的に現出しているということは，裏がえしに云えば，この

時期のみが，こうした関係に事実として治っているにすぎないということに

もならざるをえなし、。

とりわけ，次の第四期(1962年~)には，早くも機械，自動王手，建設，船

舶等の部門における欽鋼需要の完全な低たいが現われているのであり，過剰

生産という庄カに押されての輸出の伸びのみが，どうにか生産の発展を支え

ているにすぎないことは，極めて重要なこととして注意、される必要があると
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思われるのであるO

要するに，戦後日本鉄鋼業の発展は，その最も大きな部分が，消費構造の

変化や，経済の重工業化に支えられていたことは事実としても，そのような

関係を典型的にあらわす，従って，生産の伸びも最もいちぢるしかった時期

は，意外に短命であったのであり，それ以外の時期は，結局，国家独占資本

主義的テコ入れや，海外への進出によってどうにか生産の発展を支えて来た

というのが実状であることが，以上の分析から明らかなのであり，この点と

かく存在しがちな， ミ建全な発展ミの over巴stimation は，厳にいましめら

れる必要があると言えよう C

(の ところで，以上の分析で，われわれは輸出需要の内部にまで立ちいた

ることはせず，総体としての鉄鋼輸出を需要全体のなかで位置づけることし

か行なわなかった。

たしかに，層内需要の旺盛なときには，輸出が低たい的であることは，先

の第3図からもうかがわれ，輸出の意義が大きいのは，せいぜい不況捕のみ

であり，発展の主たる支えi土ここにないと考えることも出来なくはなし、。

しかし，仮に不況期にせよ，否，むしろ不況期においてこそ，輸出が鉄鋼

需要を支ええたとすれば，戦後の鉄鋼業の発展の条件としては，輸出の意味

も様めて重要となるのであり，この函の分析を今少し詳艇に行っておく必要

第11表鉄鏑製 n 
ロロ

mi三面 1瓦 1955寸断 i附
亜鉛鉄板 25.81亜鉛鉄板255!半成品 39.9:亜鉛鉄板213l斑鉛鉄板 23.51厚板 ω.1

淳板 19.71J事板 19.9iIl主鉛鉄板 27.51J享板 18.21厚板 15.01二次製品 27.3

棒鍬ij 16.71棒鋼 17.引棒鋼 26.01半成品 18.01軌条 14.91棒銀 26.8

半成品 13.91半成品 13.3二次製品 24.21二次製品 11.61二次製品 13.11亜鉛鉄板 24.3

二次製品 8.91薄板 10.01厚板 15.41軌条 11.11棒鋼 12.71軌条 19.4

薄板 8.31二次製品叫軌条 12.41絡鋼 9.91形鋼 7併延鍛板 12.5

軌条 7.71軌条 8.81鋼管 8.31鋼管 6.91冷延鋼板 5.61鍛管 9.7

鋼管 4.51鋼管 4.71薄板 7.81形鋼 6.21?手成品 4.91線材 8.7

銑鉄 2.51銑鉄 2.51冷延鋼板 5.71ブリキ 3.31ブリキ 4.41形鋼 6.9 

資料，製鉄業参考資料
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があると言えよう O

なんとなれば，海外市場の存在によって，不況期における矛盾の激化が緩

和され，利潤率下落が抑止されたからこそ，斯業のその後における発展もま

た頼調たりえたとも らわしうるカミらであるO

もっとも，輸出の構造分析の問題となると，この種の分析ではいつの場合

もそうであるように，世界経済全般についての詳細な分析が結局は必要とさ

れるO しかし，ここで，それだけのことを完全に果すことも出来ないので，

さしあたり，鉄錦輸出の穏lJIJ統計，霞別統計を手がかりに，鉄鋼の海外市場

の条件について出来うる限りの分析を加えるにとどめたい。

まず，戦後のわが鉄鋼輸出の品種別構成の推移を次の第11表によって見て

みよう O

われわれのここでの目的が，戦後全体における鉄鋼輸出の一般的特交をさ

ぐることであるため，動乱ブームとそれ以前の時期については，一応除外し，

1953年以降について，これな先に需要全体について分けた時期に合わせて三

時期に分割すると，各時期の特長として次のようなことが指擁されえよう。

① 1953~1957年の時期は，蛮鉛鉄板，厚板，半成品，捧鋼，二次製品等

が輸出のうち重なものであり，薄板と軌条がこれについでいる。

② 1958~1961年の発展期においては，亜鉛鉄板，厚板，捧錦，二次製品

輸出品種別構成 (単位万トン〉

1959 1960 1961 1962 1963 

二次製品 32.5 主主鉛鉄板 31. 6 互主鉛鉄板 34.3 冷延鋼板 47.3 鏑 管 67.3

亜鉛鉄板 29.3棒 鍋 28.1 冷延鋼板 27.6 棒 鋼 43.8棒 長隠 60.4 

}享 板 21.4 ニ次製品 21. 6 ご次製品 23.1 針隠 管 43.2冷延鋼板 58.2 

針持 管 19.0冷延鋼板 21. 4 鍛 管 22.4厚 板 36.0亜鉛鉄板 41.8 

機 主調 15.8 お締 管 19.81家 鋼 19. E主主古鉄板 30.7 薄 板 41.5 

務L 条 15.5淳 板 18.7厚 板 18. 手事 板 28.9厚 板 38.7

線 *~. 13.6 薄 相互 17.9 線 ::f.t 11.2 二次製品 28.5 特殊鏑材 37.4
冷延鋼板 10.7 軌 板 11.3 特殊鋼材 21. 7 二次製品 34.8 

ブリキ 6.0 中 板 10.5軌 条 9.1 !二ド 板 13.1 中 板 19.8
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は，依然として主要輸出品でありつづけるが，土手成品は，主要輸出品から完

全に脱落，軌条も1959年以降には上位から落ち，冷延鋼板，薄板，鋼管等が

代って上位に入って来るO

③ 1962年以降，すなわち内需の低滞期になると，輸出の品種構成は大き

く変化するO すなわち，鋼管，冷延鋼板が，棒鋼とともに最も大きな輸出品

となれ亜鉛鉄板，厚板，二次製品等は上位から落ち，軌条は完全に主要輸

出品から脱落する。

当然，以上の指摘から，戦後鉄鋼輸出の推移の傾向を最終的に判断するこ

とは，きわめて困難である。ただこれらのことだけからも，さしあたり次の

ような示唆がえられると言ってよいのではなかろうか。

すなわち，戦後のわが鉄鋼輸出の構造は，初期においては，経済建設向と

思われるものが，どちらかというと主であり，しかも加工の単純なものが多

かったが，最近に歪るにつれて鋼管，冷延鋼板のような，技術革新によって

された，新鋭庄延機の製品のウエイトが高まり，加工度のイまい半成品や，

1953 1954 

チアルンゼン 14.2 チアルンゼン 38.1 

ブラジノレ 6.8 インド 24.8

インド 5.4フ。ラジノレ 17.1

アメザカ 3.7 アメザカ 8.4 

パンキスタ 2.6 アス夕日

資料，鉄鋼年鑑

第12表鉄鋼 製
仁3
PO 

1955 1956 1957 1958 

アルゼン 54 
チン

インド 34.8!インド 30.3アメリカ 50.8

インド 27.5アルゼン 13.4 
チン i中 国 10.4インド 26.5

アメリカ 12.1アメリカ 9.9タ イ 10.4タ イ 11.9 

オースト
フ一 けリ →i' 12.0 タ イ 6.6アメリカ 9.8フンイザピ 11. 6 

パンキスタ 5.7 カナダ 6.4ぷ口、 湾 5.9ぷ口品、 湾 8.9

ブラジノレ 5.9 フ、ラジノレ 5.2 パンキスタ 2.9 ブラジノレ 7.8 

中 国 12 アノレゼγ 1.8 
チン

アノレザゼン 7.1 
チン

パンキスタ 5.5 

カナダ、 4.7
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経済建設向の軌条の知きものの輸出が急減していることである。

ところ，でこのような，輸出の特長の意味は，次に，国別輸出統計を見，

これを品種別統計と合わせ考えるときに一層明瞭となるO

すなわち，第12表から知られる通り，わが闘の戦後の相手国7J1j鉄鋼輸出に

は，次のようなはっきりした推移の特色が存在するからであるO

第一に， 1957年までの時期の輸出は，ほとんどが，インド，パキスタ γ，

アノレゼンチン，ブラジノレ等の戦後急速に経済建設の段踊に入った，所謂，上

位の後進国であり，これにアメリカ向が加わるという形をとったものであっ

7ニ。

このような傾向は， 1958年以降も，あまり変っていなL、。しかし，この時

期になると，アメリカ向が首位に立つなど，先進国向の輸出が若干ながら前

進する。

そして， 1962年以降になると，こうした先進国向が，単にアメリカ向だけ

でなく，イタリア向， ソ連向オーストラリア向を含めて，急増し，まさに輸

輸出国別構成 (単位万トン〉

1959 1960 1961 1962 1963 

アメリカ 6.9 アメリカ 51. 9 アメリカ 69.3 アメリカ 136.5 アメリカ 186.8

フンィリピ 13.1 インド 33.9 フンィリピ 22.1 ソ 連 28.2 フンイザピ 33.0 

タ イ 11.8 オースト
ブ-"リ:;' 31.7 インド 21.2 イタリプ 27.2 ホンコン 27.8 

フ、ラジノレ 10.6 フンイワピ 14.9 チアルンゼン 13.8 タ イ 22.3 イタリア 27.7 

ぷ仁3与、 湾 9.9 タ イ 13.9ZFドネ 10.1 ホンコン 18.2 ソ 逮 25.5

インド 9.6 ぷ口品、 湾 11.4 ぷ口品、 湾 9.1 韓 国 16.7 タ イ 24.7

カナダ 6.7 
アノレゼ、ン

9.0 
シンガポ

8.6 フンィリピ 16.7 インド 23.1チン ーノレ
インドネ

57 ソ 連 7.9 スベイン 15.8 韓 国 15.9シア
シンカボ

4.2 
パキスタ

79 インド 15.3 ぷ口A、 湾 14.9ーノレ γ 

アルゼン
4.2 
シンガポ

7.6 」口、 湾 12.8 ーシノンレ決ポ 12.7 チン ール
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出の主流とさえなるに杢るのである。

要するに，わが留の戦後鉄鋼輸出は， (朝鮮動乱期以前は掠いて〉

は，経済建設の最中にある，上佼後進霞乃奈中進国向の経済建設資料〔軌条，

学成品，厚板，棒鋼〕が中心であり，その後，先進国向が増えてくるととも

に，こうした経済建設資材に代って，商品性の高いもの(鏑管，鋼板薄板〕の

ウニLイトが高まって来たというところに大きな特色が存在するのであるJ23〉

ところで，先にも既にふれている通り， 1962年以降は，鉄鋼の内需が低滞

し，過剰生産恐慌が鉄鋸業をとらえるようになった段階である。従って，こ

の時期に入つての輸出の意味は，それ以前の〈仮に不況期であっても〕輸出

の意味とは大いに異るとみなければならなL、。

すなわち， 1961年以前の待期における鉄鋼輸出は，たしかに鉄鋼生産の発

展を倶.li罰から支える役割を果していたと言えるが， 1962年以降の欽錦輪出は，

むしろ過剰生産恐慌の激化を糊塗いそれによって欽鋼生産の低滞を緩和す

る殺害認を果していたと考えねばならないのである。言い換えれば，少くとも

戦後鉄鋼業の発展期における輸出の問題としては， 1961年以前がとりあげら

れるべきであり， 1962年以降の問題はJ31jに扱われねばならないのである。

問題をこのように見てくると，戦後の欽鋼輸出として重要なのは，最近に

至って輸出品のウエイトが高まって来たことよりも，むしろそれ以前におい

て，後進国，中進国向の経済建設用資材の輸出が主であったという事実であ

るということになるO

従って，またこのような輸出を支えた，後進諮問における経済建設の発展

ということこそが，日本の鉄鋼業の戦後に;おける発展にとっては最も重要な

意味をもっていたということになるのである。

後進諸国の経済建設の発展ということは，筆者も前に論じ7たこ如く山2丸4

は，第二次大戦後における，全般的危機の第二段階の成熟と， I日植民地主義

の崩かし、を基礎としている。それ故に，全般的危機の第二段階におげる新し

い国際関係の発展ということこそが，戦後のわが鉄鋼業の発展の側部条件と

しても，決定的な意味をもっていると考えることが出来るのである。
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設蹴 このような戦後鉄鍛輸出の傾向は，留別と務品別を結合した次の第13表に

第13表国別商品別輸出 (1) (単位万トン〕

輸出先 -1-1954 1 9 5 5 

半成品 15・3 土手成品 30.5 

銑 鉄 5.6 務 板 6.1 
アノレゼンチン

軌 条 4.0 厚 板 4.7 

総 計 38.1 総 計 54.0

厚 板 15.2 厚 板 4.9 

軌条 4.0 半成品 4.8 
イ ン ド

土手成品 1.3 移L 条 4.7 

総 計 24.8 恥v，い7、 計 27.5

棒 童図 7.1 プリキ 2.5 

ブラジル 二次製品 5.2 二次製品 2.3 

総 iil 17.1 総 i十 5.9 

鉄鋼年鑑

屋別商品別輪出ω (単位万トン〉
輸出先 1962 1963 

二次製品 32.7 I線 材 38.8
線 材 31.9 二次重量gD 38.0 

アメリカ 針締 管 25.4 針路 管 33.8

棒 車時 9.1 亜鉛鉄板 12.7 

車窓 計 136.5 総 五十 186.8 

薄 板 12.8 土手成品 11.4 

厚 絞 6.7 薄 板 8.5 
イタワア

厚 板 5.7 

高生 ~t 27.2 総 計 27.7

冷延鋼板 5.7 特殊鋼材 14.5 

様 鋼 5.1 棒 S関 7.0 
ソ 連

線 材 2.2 鏑 管 2.8 

総 計 28.2 五色 g'j- 25.5 

資料，向上

1 9 5 6 1957 

半成品 11.9 厚 板 11・0

厚 板 0.4 冷延鋼板 0.5 

総 ~i・ 13.1 総 ~t 17.6 

事l. 条 7.8 拶L 条 11.2

淳 板 7.0 厚 板 7.5 

半成品 5.5 形 議隠 6.2 

市生 計 34.7 総 百十 30.3 

ブリキ 2.6 

二次製品 2.0 

車窓 計 5.2 

よって，一腹明らかとなろう。

すなわち1950年代に輸出の多

かった，プノレゼンチン，イン

ド，ブラジノレ，向等において

まさに，車九条とか.EE延用の半

成品など経済建設段階にある

国の経済建設向と思われる輸

出が多く見られ， 1960年代に

入って輸出の増加した，先進

諸国向にあっては鋼管とか薄

板の如き加工皮も高く，高品

伎の強いものがどちらかとい

うと多いのである。

なお，ニ次製品とか線材等

用途や品種においてノ〈ラエテ

イが主主富であり，上記のよう

な意味づけは一概に出来ない。

制 拙稿「海外出場と戦後日本資本主義j(I)北大経済学研究， 15の2，1965年。
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